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【憲法改悪阻止闘争ニュース　No.49】

新テロ特措法延長を許すな！
東京国公と共同で「９の日」宣伝行動
国公労連は東京国公と共同して11月10日、東京・霞が関の日比谷公園前で「９の日」宣伝行動を行いました。「９条改憲反対署名」を訴えながら、東京共同センターのビラと憲法ティッシュを配布。この行動には国公労連と各単組本部、本省支部など東京国公から31人が参加しました。昼休みの日比谷公園の西幸門付近を歩く多くの公務労働者やサラリーマンのビラの受け取りは上々で、およそ７００枚を配布しました。
■田母神前航空幕僚長論文は、憲法尊重擁護義務違反！
宣伝行動の冒頭にマイクを握ったのは、全国税書記次長。「我が国が侵略国家だったというのは濡れ衣」と発言した田母神前航空幕僚長問題にふれ、「田母神氏は、今年４月の航空自衛隊のイラク派兵は憲法に違反するとした名古屋高裁判決について、『そんなの関係ねぇ』と暴論を吐き、物議をかもした人物です。政府が自衛隊の増強を続け、自衛隊トップは発言力を増大させてきた結果のこの論文は、まさに『憲法へのクーデター』。文民統制から明らかに逸脱した、憲法尊重擁護義務を定めた憲法９９条違反です」ときびしく批判。政府の任命責任の徹底追及と、「戦争をする国」に変える憲法９条改悪に反対する世論を大きくしようと訴えました。
全運輸中央執行委員は、「いまアメリカの戦争政策は完全に破綻し、イラクでも多国籍軍が次々に撤退を開始しています。平和を願う世論を無視した、武力行使のための自衛隊海外派兵恒久法の企てを許してはいけません」と訴えたうえで、「日本が戦争の道に進めば、軍用機の離発着が最優先され、民間の航空ダイヤが著しく乱れることが予想されます。陸上や海上交通も含めて、国民に対する行政サービスが低下します。国民の声で政府を動かし、憲法９条を守ろうとの声を広げましょう」と呼びかけました。
■自衛隊による給油支援やめて、食料・医療・教育の援助を
全司法副委員長は、「アフガニスタンの民間人の犠牲をさらに増やすことになるインド洋での自衛隊による給油支援活動はやめるべきです。水や食料、医療や教育の援助を拡大する方が、アフガニスタンの人々の理解や支持を得ることができます。新テロ特措法延長法案の廃案を強く求めます」と訴えました。
東京国公副議長（全司法東京）は、「私たち公務員は、憲法を遵守しなければならない立場にあります。憲法は『法の中の法』であり、あらゆる法律は憲法にもとづいて制定されます。憲法が改悪されたら、それらの法律にも悪影響を与えるのです。みんなで大きな力となって、憲法を守っていきましょう」と裁判所で働く公務労働者の立場から熱く訴えました。

つづいて、東京国公事務局次長（関東ブロック国公事務局長）が、「武力でテロはなくなりません。憲法は２１世紀の平和の理念であり宝だ。平和を守って、憲法を職場と暮らしに生かしましょう」と訴えました。
■米軍へのおもいやり予算をやめて、社会保障の拡充を
最後にマイクを握った国公労連の宮垣中央執行委員長は、「アメリカ軍への思いやり予算は、７年で１兆８１７１億円。その一方で、削られた社会保障は７年で１兆６２００億円です。社会保障で削った予算と同じ額が、アメリカ軍への思いやり予算として使われています」と事実を伝えたうえで、「後期高齢者医療制度を廃止し、米軍への思いやり予算もやめさせて、医療制度をはじめとした社会保障制度を拡充しましょう。日本を戦争する国にしないために、インド洋で米軍にただで油を供給する新テロ特措法を延長する法案の成立を許さず、憲法９条を守っていきましょう」と力強く訴えました。
新テロ特措法延長の採決を許すな
田母神氏の参考人招致をおこなう
　田母神前空幕長の参考人招致がおこなわれた11月11日昼、参院議面集会（主催・大運動、安保、憲法会議）が開かれ、50人が参加しました。田母神前空幕長を参考人招致した委員会を傍聴した新婦人の代表は、「田母神氏はまったく反省せず、『憲法は変えたほうがいい』『日本は悪い国というのでは自衛隊の士気が低下する』『集団的自衛権は行使すべき』など言っていた。こうした人物を許す政治のあり方が問題だと思った。こんな軍隊を海外派兵させてはならず、あらためて新テロ延長の廃案へがんばりたい」と感想と決意をのべました。
■国会は緊迫した情勢に
　11日の参院外交防衛委員会の終了後、理事懇が開かれました。自民党は新テロ特措法延長の13日の採決を求めましたが、民主党は採決の条件として総理質問やＴＶを要求。共産・社民党は「徹底審議すべきで、採決などとんでもない」と主張。日程について合意できず、引き続き協議することになりました（11日現在）。
国会情勢は緊迫しています。「徹底審議せよ」「採決するな」の世論を広げることが求められています。
　
【情勢と運動を知りたい方は】
憲法改悪反対共同センター
http://www.kyodo-center.jp/
「九条の会」メールマガジン申し込みは　http://www.9-jo.jp/
▼　さまざまなとりくみ（行動や学習会など）のメール通信やＦＡＸをお寄せください
以　上
国公労連速報
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